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1．日本語教育に関する国の施策
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外国人受け入れ政策の拡充

「生活者としての外国人」に関する
総合的対応策（2006年）

外国人材の受入れ・共生のための
総合的対応策（2018年〜毎年）

外国人との共生社会実現に向けた
ロードマップ（2022年）
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2018年改正、2019年施行
特定技能の創設

出入国在留管理庁設置

出入国管理及び
難民認定法

総合政策 日本語教育関連法
関連政策

日本語教育の推進に関する
法律（2019年）

日本語教育の参照枠
（2021年）

地域における日本語教育の
在り方について（2022年）

日本語教育の適正かつ
確実な実施を図るための
日本語教育機関の認定等
に関する法律（2023年）



ロードマップ ３つのヴィジョン

2024/02/07 Copyright©2024 Uichi Kamiyoshi. 4

これからの日本社会を
共につくる一員として
外国人が包摂され，全
ての人が安全に安心し
て暮らすことができる

社会

様々な背景を持つ外国
人を含む全ての人が
社会に参加し，能力を
最大限に発揮できる，
多様性に富んだ活力

ある社会

外国人を含め，全ての
人がお互いに個人の
尊厳と人権を尊重し，
差別や偏見なく暮らす
ことができる社会

外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（2022）

4つの重点事項
①円滑なコミュニケーションと社会参加のための

日本語教育等の取組
②外国人に対する情報発信

外国人向けの相談体制の強化

③ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援 ④共生社会の基盤整備に向けた取組



人口減少

産業や地域の維持

外国人受け入れ

地域における共生

日本語教育

日本語教育の必要性
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この部分

どうやら
外国人が日本語ができるようになったら
共生社会が実現すると
思っている節がある

問題は外国人の日本語である



国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、対
等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていく
こと（総務省）

共生は「多様性の尊重（異なり）」と「社会的凝集性（まとまり）」という
異なる価値が併存するものであるという前提で考える必要がある（岡
本2013）
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共生とは？

絶え間ない対話、交渉、対立、調整、変革を続けていくこと
これでゴール！というのは、たぶんない



日本語教育の参照枠の理念
1. 日本語学習者を社会的な存在として捉える
単に「言語を学ぶ者」ではなく、「新たに学んだ言語を用いて社会に参加し、より良い人
生を歩もうとする社会的存在」である。言語の習得は、それ自体が目的ではなく、より深
く社会に参加し、より多くの場面で自分らしさを発揮できるようになるための手段

2. 言語を使って「できること」に注目する
社会の中で日本語学習者が自身の言語能力をより生かしていくために、言語知識を
持っていることよりも、その知識を使って何ができるかに注目

3.  多様な日本語使用を尊重する
各人にとって必要な言語活動が何か、その活動をどの程度遂行できることが必要か
等、目標設定を個別に行うことを重視する。母語話者が使用する日本語の在り方を必
ずしも学ぶべき規範、最終的なゴールとはしない

2024/02/07 Copyright©2024 Uichi Kamiyoshi. 7



2．地域日本語教育のめざす方向
ことばと共生 人・ことば・社会の関わり 教育としての意味
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社会における教育の性質
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教育すること自体が目的と考える 教育を何かの手段と考える

社会のため A）福祉としての教育 B）社会の形成・維持としての教育

個人のため C）消費としての教育 D）私的投資としての教育

村上・橋野（2020）p.22 表1.1をもとに発表者作成



教育軸

政策軸

公的責任・政策管理

私的領域

教室活動そのものの
価値

現在志向

教室活動を通した
将来効果
未来志向

Ⅰ
成長社会型
日本語教育

Ⅱ
社会福祉型
日本語教育

Ⅲ
言語習得型
日本語教育

Ⅳ
市民教育型
日本語教育

日本語教育の
四象限俯瞰図
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ことばと共生
ことば・人・社会のさまざまな関係性
それぞれの方向性が尊重される

現在の政策的方向性
社会的関心



教育軸

政策軸

公的責任・政策管理

私的領域

教室活動そのものの
価値

現在志向

教室活動を通した
将来効果
未来志向

Ⅳ
キャリア形成型

日本語教育

Ⅱ
社会福祉型
日本語教育

Ⅲ
言語習得型
日本語教育

Ⅰ
市民社会型
日本語教育

日本語教育の
四象限俯瞰図
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ことばと共生
ことば・人・社会のさまざまな関係性
それぞれの方向性が尊重される

共生社会に向けた
政策的方向性



地域日本語教育の役割

• 日本語教室の五つの機能
「居場所」「交流」「地域参加」「国際理解」「日本語学習」

野山広他（2009）

• 対話・交流型の普及定着
→「おしゃべり」してたらそれでいいのか？
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調査からの知見と日本語教育の役割
• 日本在留の長さと日本語能力（ごく弱い相関）
• 日本人の友人と日本語能力（強い相関）
→日本人との交流があることが日本語能力伸長になんらか影響

• 来日から時間が経つと日本語能力は高くなる傾向にあるが、一定期間経過すると高い層とそうでない
層に分かれる

• 日本に永住の意思がある人たちの日本語能力は高い、逆に永住の意思がない人も一定数は高い
• 日本人の友人がまったくいないという人も
例：浜松市における地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業

「日本語能力調査及び日本語使用状況調査」
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地域で人と人がつながりをつくるためにことばが必要



3．今後の課題と展望
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課題

• なんのために日本語教育を行うのか
• 意味のあるやりとりをどのように生み出し関係性をつくっていくのか
• 生活場面のさまざまな関係者とのつながりをどうつくるか
• 地域日本語教育の「成果」をどのように見せていくか
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展望

• 日本型社会統合政策というものが構想できないか
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